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⺠進党規約
2016年03⽉27⽇

2016年3⽉27⽇制定

第１章 総則

（名称） 

第１条

1. 本党は、⺠進党と称する。

（主たる事務所） 

第２条

1. 本党の主たる事務所は、東京都に置く。

（⽬的） 

第３条

1. 本党は、⺠進党綱領及びそれに基づく政策の実現を図ることを⽬的とする。

第２章 党員等

https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/about


（党員） 

第４条

1. 本党の党員は、党綱領及びそれに基づく政策に賛同する１８歳以上の⽇本国⺠で、⼊党⼿続きを
経た者とする。

2. 党員は、本規約及び党の諸規定の定めるところにより、総⽀部及び都道府県総⽀部連合会（以下
「県連」と⾔う。）等を通じて、党の運営と活動および政策等の決定に参画する。

3. 第６項に定める⼿続きを経て本部に登録された党員は、代表選挙規則の定めるところにより、代表選
挙において党員及びサポーターの投票（以下「党員投票」と⾔う。）が実施される場合の投票権を有す
る。

4. 党員は、いずれかの総⽀部に所属し、所定の党費を納めなければならない。

5. 党員の⼊党⼿続き、登録及び党費の納⼊等については、組織規則で別に定める。

6. 総⽀部は、登録された党員について、組織規則及び代表選挙規則の定めるところにより、当該総⽀
部に登録された党員の名簿に本部登録料を添えて、県連を通じて本部への登録を⾏わなければならな
い。

7. 地⽅⾃治体議員（都道府県議会⼜は市区町村議会の議員を⾔う。）の⼊党⼿続き、登録及び党
費の納⼊等については、組織規則で別に定める。

8. 国会議員が⼊党しようとするときは、幹事⻑に申し出て、常任幹事会の承認を得ることを要する。

（離党） 

第５条

1. 党員の離党の⼿続きは、組織規則で別に定める。

2. 国会議員が離党しようとするときは、幹事⻑に申し出て、常任幹事会の承認を得ることを要する。

（サポーター） 

第６条

1. 地域において、本党または本党所属の国会議員、地⽅⾃治体議員及びこれらの候補者等を⽀援す
る１８歳以上の個⼈（在外邦⼈及び在⽇外国⼈を含む。）で、定められた会費を拠出し、総⽀部に
登録した者（党員を除く。）をサポーターとする。

2. サポーターは、登録する総⽀部及び県連の定めるところにより、総⽀部及び県連等を通じて党の活動
に参画することができる。



3. 第４項に定める⼿続きを経て本部に登録されたサポーターで⽇本国⺠である者は、代表選挙規則の
定めるところにより、代表選挙において党員投票が実施される場合の投票権を有する。

4. 総⽀部は、登録されたサポーターについて、組織規則及び代表選挙規則の定めるところにより、当該総
⽀部に登録されたサポーターの名簿に本部登録料を添えて、県連を通じて本部への登録を⾏わなければ
ならない。

5. サポーターの登録及び会費等については、組織規則で別に定める。

第３章 議決機関

（党⼤会） 

第７条

1. 本党の最⾼議決機関を党⼤会とする。

2. 党⼤会は、綱領及び規約の改正、年間活動計画、予算及び決算、その他本規約に定める事項なら
びに常任幹事会が特に重要であるとして決した事項を、審議し決定する。

3. 党⼤会は、党所属国会議員および常任幹事会が定める基準により県連ごとに選定された代議員等に
よって構成する。

4. 党⼤会は、代表が招集する。

5. 代表は、毎年１回、定期党⼤会を招集しなければならない。定期党⼤会は、１⽉に招集することを
通例とする。

6. 代表は、常任幹事会の承認を得て、必要に応じて臨時党⼤会を招集することができる。

7. 代表は、両院議員総会が議決によって要請した場合には、45⽇以内に臨時党⼤会を招集しなけれ
ばならない。ただし、その間に定期党⼤会が招集された場合はその限りでない。

8. 党⼤会は、構成員の２分の１以上の出席により成⽴し、その議事は、⾏使された議決権の過半数を
もって決する。

9. 党⼤会の構成及び運営等に関し必要な事項は、常任幹事会が定める。

（両院議員総会） 

第８条

1. 党⼤会に次ぐ党の議決機関を両院議員総会とし、党所属国会議員をもって構成する。



2. 両院議員総会は、本規約に定める事項および常任幹事会が特に必要であると決した事項を審議し
決定する。特に緊急を要するとして代表⼜は常任幹事会が提起した事項については、両院議員総会の
議決をもって党⼤会の議決に代えることができる。

3. 両院議員総会は、構成員の２分の１以上の出席により成⽴し、その議事は、⾏使された議決権の過
半数をもって決する。

4. 党⼤会の議決に代えた両院議員総会の議決は、その後に初めて開かれる党⼤会に報告し、承認を
得なければならない。

5. 両院議員総会は、代表の要請により、両院議員総会⻑が招集する。

6. 前項の規定にかかわらず、両院議員総会⻑は、党所属国会議員の３分の１以上の要請があった場
合には、１０⽇以内に両院議員総会を招集しなければならない。

7. 両院議員総会⻑は、両院議員総会で選出する。

8. 両院議員総会⻑は、党に所属しない国会議員で会派をともにする者その他必要と認める者を、オブザ
ーバーとして両院議員総会に出席させることができる。

9. 両院議員総会は、両院議員総会⻑が議事を進⾏し、その運営について特に必要な場合には、幹事
⻑の提案を受けて両院議員総会が決定する。

（常任幹事会） 

第９条

1. 本党に、党運営に関する重要事項を議決する機関として、常任幹事会を設置する。

2. 常任幹事会は、次の各号に定める規則その他本規約を執⾏するために必要な規則の制定及び改
廃、その他党務執⾏に関し本規約に定める事項ならびに党運営に関する重要事項を審議し、承認⼜は
決定する。

1. 組織規則

2. 代表選挙規則

3. 倫理規則

3. 常任幹事会は、第１０条第１項第３号に定めるところにより、執⾏役員会の要請に基づき、特に重
要な政策について評議する。

4. 常任幹事会は、代表、代表代⾏、副代表、幹事⻑、政務調査会⻑、選挙対策委員⻑、国会対策
委員⻑、組織委員⻑、参議院議員会⻑、参議院幹事⻑、参議院国会対策委員⻑、その他代表が必
要と判断して指名した役職者、常任顧問及び常任幹事会議⻑ならびに次の各号に定める常任幹事で
構成する。



1. 党所属国会議員により地域単位で互選された者15名以内

2. 代表が指名する者5名以内

5. 前項第⼀号に定める常任幹事の選出⽅法等については、幹事⻑の発議に基づき、両院議員総会で
定める。

6. 第４項第⼀号に定める常任幹事の任期は、第１２条第９項の定めにかかわらず、代表が⾃らの任
期内で定める期間とする。

7. 常任幹事会は、構成員の２分の１以上の出席により成⽴し、その議事は⾏使された議決権の過半
数をもって決する。

8. 常任幹事会は、幹事⻑が主宰し、その要請に基づき常任幹事会議⻑が運営する。

9. 常任幹事会議⻑は、国会議員の中から代表が選任し、⼤会⼜は両院議員総会の承認を得る。

第４章 執⾏機関会議

（執⾏役員会） 

第１０条

1. 本党に、次の各号に定める役割を担うため、執⾏役員会を設置する。

1. 国会対策の執⾏に関する事項を審議し決定する。

2. 党⼤会で決定した活動⽅針等に基づいて党務執⾏に関する⽅針を定め、本規約に定める事項、
その他党務執⾏の重要事項について協議、調整し、必要に応じて常任幹事会等の承認⼜は決定を
求める。

3. 重要な党の政策に関して、第１６条第６項において常任幹事会の定める政策決定⼿続きに基づ
き、協議、調整する。特に重要な政策の決定について執⾏役員会が必要と判断する場合には、常任
幹事会に評議を要請することができる。この場合、執⾏役員会は常任幹事会の評議結果を尊重す
る。

4. その他党運営全般に関して総合調整を⾏う。

2. 執⾏役員会は、代表、代表代⾏、幹事⻑、参議院議員会⻑及びその他代表が必要であると判断し
指名した役員で構成する。ただし、審議する内容に応じて、その他必要な役職者の出席を求め、報告及
び提案を受けることができる。

3. 執⾏役員会は、代表が主宰し、幹事⻑が運営する。



（『次の内閣』） 

第１１条

1. 代表は、本党が政権党の任にない場合、両院議員総会の承認を得て、党の政策に関して審議し決
定するため、『次の内閣』（ネクスト・キャビネット）を設置することができる。

2. 代表は、『次の内閣』の構成員を選任した場合、常任幹事会に報告しなければならない。

3. 『次の内閣』の構成員は、党員以外の者で党綱領に賛同する者に委嘱することができる。ただし、党員
以外の者及び国会議員でない者の総数が、その構成員の半数を超えないものとする。

4. 『次の内閣』を設置した場合、『次の内閣』は、第９条第３項及び第１０条第１項３号に規定する
特に重要な政策に関して、常任幹事会に評議を求めることができる。この場合、『次の内閣』は、常任幹
事会の評議結果を尊重する。

第５章 党役員及び党務機関

（代表） 

第１２条

1. 本党に、代表を置く。

2. 代表は、党を代表する最⾼責任者として、党務全般を統括する。

3. 代表の任期は、就任した年から３年後の９⽉末⽇までとし、重ねて就任することができるものとする。
任期満了に伴う新たな代表の選出をもって任期は終了するものとし、任期内に新たな代表が選出されな
い場合、両院議員総会の承認を得て、新たな代表が選出されるまで、従来の代表がその任にあたるもの
とする。

4. 任期満了に伴う代表の選出は、県連を通じて本部に登録された党員及びサポーターで⽇本国⺠であ
る者、党籍を有する地⽅⾃治体議員、国政選挙の公認候補予定者（内定者を含む。以下同じ。）な
らびに所属国会議員による選挙によって⾏う。代表選出のための選挙は、代表の任期が終了する年の９
⽉に⾏うことを通例とする。

5. 任期途中で代表が⽋けた場合で、政治情勢等を勘案して党員投票を実施するための相当な期間を
確保することが可能であると常任幹事会が判断し、両院議員総会が承認するときは、前項の規定による
選挙で、新たな代表を選出する。この場合、新たに選出された代表の任期は、就任した年の翌々年の９
⽉末⽇までとする。

6. 任期途中で代表が⽋けた場合で、常任幹事会が、政治情勢等を勘案して党員投票を実施するため
の相当な期間を確保することができないと判断し両院議員総会が承認するときは、代表選挙規則に基づ
き、臨時党⼤会において代表を選出する。常任幹事会が、政治情勢等を勘案して特に必要があると判



断し、両院議員総会が承認するときは、代表選挙規則に基づく選挙によらず、両院議員総会において代
表を選出することができる。

7. 前項に基づいて新たに選出された代表の任期は、就任した年の翌年の９⽉末⽇までとする。

8. 代表選挙の⽴候補者が１⼈である場合には、党⼤会⼜は両院議員総会における承認をもって、選
挙に代える。

9. 本規約に定める役員及び役職者等の任期は、代表の任期に従うものとする。ただし、任期途中で代
表が⽋けた場合または任期内に新たな代表が選出されない場合には、新たな代表が選出されるまでとす
る。新たな代表が選出されたことにともなう新たな役員⼜は役職者等が直ちに選任されない場合、新たな
役員⼜は役職者等が選任されるまで、新たな代表の下で従前の役員⼜は役職者等が必要最⼩限の範
囲でその任にあたる。

10. 代表選挙における各有権者の投票権の⾏使⽅法、その他代表選挙の実施⽅法等については、代
表選挙規則で別に定める。

11. 党⼤会において代議員の２分の１以上の賛同がある場合は、代表解任選挙の実施を発議すること
ができる。発議は代表当該任期中1回に限るものとする。代表解任選挙は、県連を通じて本部に登録さ
れた党員及びサポーターで⽇本国⺠である者、党籍を有する地⽅⾃治体議員、国政選挙の公認候補
予定者（内定者を含む。）、並びに所属国会議員による選挙によって⾏う。代表解任選挙における各
有権者の投票権の⾏使⽅法、その他代表選挙の実施⽅法等については、代表選挙規則で別に定め
る。

（代表代⾏） 

第１３条

1. 本党に、代表代⾏若⼲名を置くことができる。

2. 代表代⾏は、代表を補佐し、その指⽰に基づき代表の職務の⼀部を代⾏して党務を遂⾏する。

3. 代表代⾏は、代表が選任し、党⼤会⼜は両院議員総会の承認を得る。

（副代表） 

第１４条

1. 本党に、副代表若⼲名を置くことができる。

2. 副代表は、代表を補佐し、その指⽰⼜は幹事⻑の要請に基づき党務を遂⾏する。

3. 副代表は、代表が選任し、党⼤会⼜は両院議員総会の承認を得る。



（幹事⻑） 

第１５条

1. 本党に、幹事⻑を置く。

2. 幹事⻑は、代表を補佐して党務執⾏全般を統括する。

3. 幹事⻑は、国会議員の中から代表が選任し、党⼤会⼜は両院議員総会の承認を得る。

4. 幹事⻑は、執⾏役員会の了解を得て、幹事⻑の下に必要な部局を置き、必要な役職者を選任する
ことができる。

5. 幹事⻑は、必要に応じ、党役員及び役職者等の連絡及び調整のための会議を招集することができ
る。

（政務調査会⻑） 

第１６条

1. 本党に、政務調査会⻑を置き、その下に政務調査会を設置する。

2. 政務調査会⻑は、代表及び幹事⻑の下、党及び国会議員団の政策活動を統括する。

3. 政務調査会⻑は、国会議員の中から代表が選任し、党⼤会⼜は両院議員総会の承認を得る。

4. 政務調査会⻑は、執⾏役員会の了解を得て、政務調査会に必要な部局を置き、必要な役職者を
選任することができる。

5. 政務調査会⻑は、執⾏役員会の了解を得て、その下に、政策活動に資するため各種法⼈及び諸団
体と交流する活動を統括する部局を置くことができる。この場合、当該部局の活動については、幹事⻑の
下、選挙対策委員⻑と連携し、政務調査会⻑が所管する。

6. 党の政策決定⼿続きは、執⾏役員会の了解を得て代表が発議し、常任幹事会で定める。

（選挙対策委員⻑） 

第１７条

1. 本党に、選挙対策委員⻑を置き、その下に選挙対策委員会を設置する。

2. 選挙対策委員⻑は、代表及び幹事⻑の下、党の公職の候補者の擁⽴及び選定に向けた作業並び
に選挙対策活動を統括する。

3. 選挙対策委員⻑は、国会議員の中から代表が選任し、党⼤会⼜は両院議員総会の承認を得る。

4. 選挙対策委員⻑は、常任幹事会の承認を得て、必要な役職者を選任することができる。



（国会対策委員⻑） 

第１８条

1. 本党に、国会対策委員⻑を置き、その下に国会対策委員会を設置する。

2. 国会対策委員⻑は、代表及び幹事⻑の下、党の国会対策活動を統括し、所属する院の国会活動
を遂⾏する。

3. 国会対策委員⻑は、国会議員の中から代表が選任し、党⼤会⼜は両院議員総会の承認を得る。

4. 国会対策委員⻑は、執⾏役員会の了解を得て、国会対策委員会に必要な部局を置き、必要な役
職者を選任することができる。

（組織委員⻑） 

第１９条

1. 本党に、組織委員⻑を置き、その下に組織委員会を設置する。

2. 組織委員⻑は、代表及び幹事⻑の下、選挙対策委員⻑と連携して、党の地域組織等を管理すると
ともに、党の組織活動を統括する。

3. 組織委員⻑は、国会議員の中から代表が選任し、党⼤会⼜は両院議員総会の承認を得る。

4. 組織委員⻑は、執⾏役員会の了解を得て、組織委員会に必要な部局を置き、必要な役職者を選
任することができる。

（参議院役員） 

第２０条

1. 本党に、参議院議員会⻑、参議院幹事⻑、参議院国会対策委員⻑、その他必要な参議院役員を
置く。

2. 参議院役員は、参議院内における党の国会活動を遂⾏する。

3. 参議院役員の選任については別に定めるところによることとし、役員への就任については、あらかじめ代
表の承認を要する。

（その他の党務執⾏機関） 

第２１条



1. 代表は、必要と判断する場合、本章に定めるもののほか、執⾏役員会の了解を得て、党務の執⾏に
必要な機関および⻑を置くことができる。

2. 前項の執⾏機関の⻑は、幹事⻑の承認を得て、当該執⾏機関の下に、必要な部局を置き、必要な
役職者を選任することができる。

（候補者選定⼿続き及び決定機関） 

第２２条

1. 国会議員選挙並びに都道府県及び政令指定都市の⻑の選挙における候補者の公認⼜は推薦等、
衆議院議員選挙における⽐例代表名簿の登載順位および国会議員選挙における⽐例代表選挙の名
簿記載順番は、執⾏役員会の了解を得て選挙対策委員⻑が発議し、常任幹事会が決定する。

2. その他の公職の候補者の公認⼜は推薦等は、執⾏役員会の了解を得て、選挙対策委員⻑が発議
し、常任幹事会が決定する。

3. 選挙対策委員⻑は、常任幹事会の承認を得て、前項の公認⼜は推薦権の⼀部を県連に委任する
ことができる。

4. 常任幹事会は、公職の候補者の公認⼜は推薦について必要があると判断する場合は、前項に基づく
委任の場合を含めて、決定を取り消すことができる。

（総合選挙対策本部） 

第２３条

1. 本党に、各種選挙の運動を総合的かつ強⼒に推進するため、総合選挙対策本部を設置する。

2. 総合選挙対策本部は、代表が本部⻑を、幹事⻑が事務総⻑を、選挙対策委員⻑が事務局⻑を、
それぞれ務める。

3. 代表は、執⾏役員会の了解を得て、総合選挙対策本部に、総合選挙対策本部役員会その他必要
な部局を設置し、必要な役職者を選任するとともに、総合選挙対策本部役員会の構成員を指名するこ
とができる。

4. 国政選挙および執⾏役員会が特に指定する選挙に係る活動については、総合選挙対策本部役員
会の決定に基づき、総合選挙対策本部が執⾏する。

5. 総合選挙対策本部の事務は、幹事⻑が指定する部局が所管する。

（男⼥共同参画推進本部） 

第２４条



1. 本党は、男⼥共同参画社会の実現を⽬指し、公職の候補者の擁⽴をはじめとする党の運営及び活
動について、両性のバランスのとれた参画の機会が保障されるよう努める｡

2. 本党に、男⼥共同参画推進本部⻑を置き、その下に男⼥共同参画推進本部を設置する。

3. 男⼥共同参画推進本部は、本部⻑の下、党内外において男⼥共同参画を推進するための党の活動
を統括するとともに、党運営における男⼥共同参画の推進に関する提⾔を幹事⻑に、男⼥共同参画を
推進するための政策を政務調査会⻑に、それぞれ提⾔することができる。この場合、幹事⻑及び政務調
査会⻑は、その提⾔について真摯に受け⽌め検討に付さなければならない。

4. 男⼥共同参画推進本部⻑は、国会議員の中から、代表が選任する。

5. 男⼥共同参画推進本部⻑は、幹事⻑の承認を得て、男⼥共同参画推進本部の下に必要な部局を
設置し、必要な役職者を選任することができる。

6. 男⼥共同参画推進本部の事務は、幹事⻑が指定する部局が所管する。

（政治改⾰推進本部） 

第２５条

1. 本党に、政治改⾰推進本部⻑を置き、その下に政治改⾰推進本部を設置する。

2. 政治改⾰推進本部は、本部⻑の下、政治改⾰を推進するための党活動を統括するとともに、政治改
⾰に関する特に重要な政策として執⾏役員会の指定する事項について、評議し決定する。

3. 政治改⾰推進本部は、党所属国会議員全員を構成員とし、政治改⾰推進本部⻑は、国会議員の
中から、代表が選任する。

4. 政治改⾰推進本部⻑は、幹事⻑の承認に基づき、必要な部局を設置し、必要な役職者を選任する
ことができる。

5. 政治改⾰推進本部の事務は、幹事⻑が指定する部局が所管する。

（臨時の本部） 

第２６条

1. 幹事⻑は、前三条のほか、本党が全党をあげて取り組む重要事項に関し、執⾏役員会の了解を得
て、臨時の本部を設けることができる。

2. 設置する本部の⻑は、国会議員の中から、執⾏役員会の了解を得て、幹事⻑が選任する。

3. 本部の⻑は、幹事⻑の承認を得て、必要な部局を設置し、必要な役職者を選任することができる。

4. 臨時に設置する本部の事務は、幹事⻑が指定する部局が所管する。



第６章 議員団等

（衆議院議員団） 

第２７条

1. 衆議院における党所属国会議員団は、その運営のために必要な役員を置き、会議を開催することがで
きる。

（参議院議員団） 

第２８条

1. 参議院における党所属国会議員団は、第２０条に定める参議院役員のほか、議員団の運営のため
に必要な役員を置き、会議を開催することができる。

（共同会派等） 

第２９条

1. 代表は、両院議員総会の承認を得て、国会において、党に所属しない国会議員を含む共同会派を
結成することができる。

2. 党所属国会議員の前項の共同会派役員への就任及び衆参各議院の役員への就任については、あら
かじめ代表の承認を要する。

3. 前⼆条の議員団の会議には、共同会派に属する党に所属しない国会議員を参加させることができる。

（地⽅⾃治体議員団等） 

第３０条

1. 本党に、党所属の地⽅⾃治体議員による議員団を置くことができる。

2. 本党に、前項の議員団とは独⽴して党所属の⼥性地⽅⾃治体議員による議員団及び党所属の⻘
年議員等による⻘年組織を置くことができる。

3. 前⼆項による組織が設置された場合、当該組織は、その決定に基づき、幹事⻑に対して党運営につ
いて、政務調査会⻑に対して政策について、それぞれ提⾔することができる。

4. 前項に基づく提⾔がなされた場合、幹事⻑⼜は政務調査会⻑は、その提⾔について真摯に受け⽌め
検討に付さなければならない。



5. 第1項⼜は第2項による組織の運営は、その名称、党に属しない者の参加の是⾮などを含め、原則とし
てその⾃主性に委ねるものとし、その設置及び運営等に関する基本的⼿続きは、組織委員⻑が発議し、
常任幹事会が定める。

6. 本条に規定する組織の事務は、特に幹事⻑が指定する場合を除き、組織委員会が所管する。

第７章 特別機関

（諮問機関） 

第３１条

1. 本党に、党内外の有識者等による諮問機関を置くことができる。

2. 諮問機関は、代表⼜は執⾏機関等の諮問により、党の重要問題について審議し、答申⼜は意⾒具
申等を⾏う。

3. 幹事⻑は、執⾏役員会の承認を得て、幹事⻑が指定する部局に、諮問機関の事務局を置くことがで
きる。

（顧問等） 

第３２条

1. 代表は、両院議員総会の承認を得て、国会議員の中から常任顧問を委嘱することができる。

2. 常任顧問は、常任幹事会の構成員として、党の意思決定に参画する。

3. 代表は、執⾏役員会の了解を得て、最⾼顧問⼜は顧問を委嘱することができる。

4. 最⾼顧問及び顧問は、代表⼜は執⾏機関等の諮問に応じて、意⾒具申を⾏うことができる。

（代表選挙管理委員会） 

第３３条

1. 本党に、代表選挙に関する事務を担うため、代表選挙管理委員会を設置する。

2. 代表選挙管理委員⻑及び委員若⼲名は、代表選挙規則に基づき、国会議員の中から常任幹事会
が選任する。

3. 代表選挙管理委員会の構成、運営等は、代表選挙規則において定める。



（倫理委員会） 

第３４条

1. 本党に、常任幹事会の諮問機関として、倫理委員会を設置する。

2. 倫理委員⻑及び委員若⼲名は、倫理規則に基づき、党内外から常任幹事会が決定し、代表が委
嘱する。

3. 代表は、前項に定める委員⻑及び委員の委嘱について、幹事⻑に委任することができる。

4. 倫理委員会は、諮問を受けた場合のほか、⾃らの判断に基づいて、常任幹事会に対し、党員の倫理
遵守に関して意⾒を述べることができる。

（会計監査等） 

第３５条

1. 本党に常任監査１名及び会計監査若⼲名を置く。

2. 常任監査は、国会議員の中から代表が選任し、⼤会⼜は両院議員総会の承認を得る。常任監査
は、⽇常的な党の経理を監査するとともに、党⼤会に提出される決算を監査する｡

3. 会計監査は、代表が選任し、⼤会⼜は両院議員総会の承認を得る。会計監査は、常任監査と協議
して党の経理を適宜監査するとともに、常任監査とともに党⼤会に提出される決算を監査する。

4. 常任監査は、会計監査と協議し、執⾏役員会の了解を得て、常任監査及び会計監査の職務を補
助させるため外部の専⾨家を委嘱することができる。

5. 代表は、第2項及び第3項に定める常任監査及び会計監査の選任について、幹事⻑に委任すること
ができる。

第８章 地域組織

（総⽀部） 

第３６条

1. 党員の基本組織として、衆議院議員選挙の⼩選挙区を単位とする総⽀部を置く。

2. 前項の規定にかかわらず、⼩選挙区と重複⽴候補する者を除く⽐例代表選出衆議院議員及びその
公認候補予定者並びに参議院議員及びその公認候補予定者の活動を⽀える党員組織として、総⽀部
を設けることができる。



3. ⽐例代表選出議員及びその公認候補予定者が総⽀部⻑を務める総⽀部は、いずれかの県連に所
属するものとする。

4. 総⽀部⻑は、原則として党所属国会議員または国政選挙の公認候補予定者が務めることとし、その
任期は、当該国政選挙が⾏われた⽇から相当な期間が経過した⽇までとする。その期間は、当該国政
選挙が⾏われた後に、執⾏役員会の了解を得て組織委員⻑が発議し、常任幹事会が定める。

5. 第１項に定める衆議院⼩選挙区総⽀部において、総⽀部⻑がその資格を喪失した場合、暫定総⽀
部⻑を置く。暫定総⽀部⻑は、原則として当該県連の代表者または当該県連所属の国会議員が務め
る。

6. 前項の場合、総⽀部⻑代⾏を置くことができる。

7. 総⽀部⻑、暫定総⽀部⻑、暫定総⽀部の総⽀部⻑代⾏（以下「総⽀部⻑等」と⾔う。）の任期
及び交代、その他総⽀部に関し必要な事項は、組織規則で別に定める。

8. 総⽀部は、本規約に準じて規約等を定め、適正な組織運営に努めなければならない。

（都道府県連） 

第３７条

1. 各都道府県に、県連（都道府県総⽀部連合会）を置く。

2. 県連は、当該都道府県下の総⽀部及び⾏政区⽀部等で構成する。

3. 県連に関し必要な事項は、組織規則で別に定める。

4. 県連は、本規約に準じて規約等を定め、適正な組織運営に努めなければならない。

（⾏政区⽀部及び任意組織） 

第３８条

1. 総⽀部は、執⾏役員会の了解を得て組織委員⻑が承認する場合、⾏政区⽀部を設けることができ
る。

2. ⾏政区⽀部設置の基準等、⾏政区⽀部に関し必要な事項は、組織規則で別に定める。

3. ⾏政区⽀部は、本規約に準じて規約等を定め、適正な組織運営に努めなければならない。

4. 県連⼜は総⽀部は、必要に応じて地域または職域を単位とする任意の組織を置くことができる。



（県連及び総⽀部等の設置及び廃⽌等） 

第３９条

1. 県連及び総⽀部の設置及び廃⽌並びに総⽀部⻑の選任には、執⾏役員会の了解を得て組織委員
⻑が承認することを要する。⾏政区⽀部の設置及び廃⽌、ならびに⾏政区⽀部⻑の選任には、組織委
員⻑の承認を要する。

2. 組織委員⻑は、執⾏役員会の了解を得て、⼀部⼜は全部の⾏政区⽀部について、その設置及び廃
⽌並びに⾏政区⽀部⻑の選任を県連に委任することができる。

3. 幹事⻑は、特に必要と判断する場合、前項に基づく委任の場合を含め、常任幹事会の承認を得て、
県連、総⽀部⼜は⾏政区⽀部の廃⽌、あるいはこれらの⻑の解任及び選任に必要な措置を講ずること
ができる。

4. 県連、総⽀部及び⾏政区⽀部の設⽴、異動及び解散に関する必要な事項については、組織規則で
別に定める。

（ブロック協議会） 

第４０条

1. 各県連間の連携を図り、広域的な地域活動を進めるとともに、地域における国会議員等の交流を促
進するため、衆議院⽐例ブロックごとにブロック協議会を設置する。

2. ブロック協議会に関し必要な事項は、組織規則で別に定める。

（全国幹事会等） 

第４１条

1. 各県連は、所属する地⽅⾃治体議員等の県連の役職者の中から、地⽅幹事、政策責任者及び選
挙対策責任者を選出し、組織委員会に登録する。

2. 幹事⻑、政務調査会⻑⼜は選挙対策委員⻑は、地域組織にも幅広く影響する重要事項について
判断する場合、必要に応じて事前にまたは緊急を要する場合は事後に、執⾏役員会の了解を得て、地
⽅幹事による全国幹事会、政策責任者による全国政策責任者会議または選挙対策責任者による全
国選挙対策会議を招集し、地域組織の意⾒を聞くよう努めなければならない。

3. 前項の会議が開催された場合、各執⾏機関は、その意⾒を真摯に受け⽌め参考にしなければならな
い。

4. 県連は、第2項の各会議に、県連代表者の指名する代理を出席させることができる。



第９章 倫理

（倫理の遵守） 

第４２条

1. 党員は、政治倫理に反する⾏為、党の名誉及び信頼を傷つける⾏為ならびに本規約及び党の諸規
定に違反する⾏為を⾏ってはならない。

2. 党員が前項に違反した場合、所属する県連の執⾏機関が、当該党員の⾏為について速やかに調査
を⾏い、その結果に基づき、倫理規則に従って必要な執⾏上の措置を⾏う。

3. 第１項に違反した党員が、国会議員⼜は国会議員選挙の候補予定者である場合あるいはかつて国
会議員であった者である場合等で幹事⻑が特に必要と判断する場合は、前項の規定にかかわらず倫理
規則に基づき幹事⻑が、当該党員の⾏為について速やかに調査を⾏い、その結果に応じ常任幹事会の
承認を得て、次の各号に掲げる必要な執⾏上の措置を⾏う。

1. 幹事⻑による注意

2. 常任幹事会名による厳重注意

3. 党の役職の⼀定期間内の停⽌⼜は解任

4. 党公認⼜は推薦等の取り消し（国政選挙の⽐例名簿からの登録抹消を含む。）

5. 公職の辞職勧告

4. 当該党員の⾏為が、党の綱領、規約等に反し、本党の運営に著しい悪影響をおよぼす場合、国会議
員⼜は国政選挙の候補予定者である党員あるいはかつて国会議員であった党員の場合等で幹事⻑が
特に必要と判断する場合は、幹事⻑の発議に基づき常任幹事会が、その他の党員の場合は所属する県
連の執⾏機関が、倫理委員会⼜は県連の相当する諮問機関に事前またはやむを得ない場合は事後に
諮った上で、次の各号に掲げる処分を決定する。

1. 党員資格停⽌

2. 離党勧告

3. 除籍

5. 第３項の措置及び第４項の処分は、重ねて⾏うことができる。

（倫理規則） 

第４３条



1. 党員の倫理の遵守、倫理委員会の設置及び党員の権利擁護等に関して必要な事項は、倫理規則
で別に定める。

第１０章 会計及び予算等

（党財政） 

第４４条

1. 本党の経費は、党費、寄附、事業収⼊及び政党交付⾦その他の収⼊をもって充てる。

（予算） 

第４５条

1. 本党の会計年度は、１⽉１⽇から１２⽉３１⽇までとし、幹事⻑は、常任幹事会の承認を得て毎
年度の予算を編成し、⼤会の承認を得なければならない。

（決算） 

第４６条

1. 幹事⻑は、執⾏役員会の了解を得て、会計年度毎に決算報告を作成し、常任監査及び会計監査
の監査を受けた上で、⼤会の承認を得なければならない。

（政治資⾦の透明化） 

第４７条

1. 本党は、政治倫理の確⽴を⽬指し、取り扱う政治資⾦について最⼤限の透明化に努めるものとする。

附則

（規約の発効） 

第１条

1. 本規約は、決定と同時に発効する。
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（経過措置） 

第２条

1. 本規約にかかわらず、当分の間、常任幹事会の決定に基づき、公認候補予定者でない者を総⽀部
⻑とする総⽀部を設置し、または県連に所属せず党本部が直轄する総⽀部を設置することができる。

2. 本規約にかかわらず、2019年9⽉末⽇までの間、共同会派に所属する国会議員で、本党所属議員
でない者に、役員⼜は役職を委嘱し、両院議員総会の決議に基づき両院議員総会における議決権を
付与することができる。

3. 本規約発効後すみやかに、党⼤会の構成員、代表選挙の議決権など、規約に定めるべき規定のあり
⽅について議論し、必要に応じて次に開かれる党⼤会において決定する。

4. 本規約発効にあたって最初に選出される代表は結党⼤会で選出し、その任期は、2016年9⽉末⽇ま
でとする。

綱領・基本政策

規約

 結党宣⾔

 綱領

 基本的政策合意

 ⺠進党規約

 組織規則

 代表選挙規則

 倫理規則

 ハラスメント防⽌指針

 政治改⾰課題に関する⺠進党の⾃主的取り組みについて

https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/about-dp/inaugural-declaration
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/about-dp/principles
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/about-dp/policy-agreement
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/about-dp/byelaw
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/about-dp/byelaw_organization
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/about-dp/byelaw_presidential-election
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/about-dp/ethics
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/article/109773
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/article/111583


党機関の顔ぶれ

党⼤会

⺠進党代表選挙

組織

党本部

党役員

 ⺠進党役員⼀覧

 ⺠進党政務調査会役員⼀覧

 ⺠進党・新緑⾵会 常任役員名簿

 ⺠進党結党⼤会

 ⺠進党２０１７年度定期⼤会

 ２０１６年９⽉実施⺠進党代表選挙

 ２０１７年９⽉実施⺠進党代表選挙

 ⺠進党略年表

 都道府県組織

 党本部へのアクセス
 国⺠とともに進む。

我が党は、「⾃由」「共⽣」「未来への責任」を結党の理念とする。 
私たちは、「公正・公平・透明なルールのもと、多様な価値観や⽣き⽅、⼈権が尊重される⾃由な社会」「誰もが排除されることな
く共に⽀え、⽀えられる共⽣社会」「未来を⽣きる次世代への責任を果たす社会」を実現する。

 プライバシーポリシー

 個⼈寄付

 ご意⾒・お問い合わせ

 各種申し込み

 広報活動

関連サイト

https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/about-dp/board
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/about-dp/board_policy-research-council
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/about-dp/board_shin-ryokufuukai
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/about-dp/convention_20160327
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/about-dp/convention_20170312
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/leadership-election2016
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/leadership-election2017
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/about-dp/history
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/about-dp/prefectural_organization
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/about-dp/access
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://jp.globalsign.com/
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/about/privacypolicy
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/donation
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/form/contact
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/about/applications
https://web.archive.org/web/20171207173424/https://www.minshin.or.jp/pr


 democrats.jp ⽣の声で読む⺠進党

 ⺠主党サイトアーカイブ

 維新の党サイトアーカイブ
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